
議題① 酒々井町都市計画下水道受益者負担金に関する条例の一部を改正する条例（案）について 

 

要旨・目的 

 飯積地区の下水道整備事業について、事業の進捗と一部の供用開始に伴い都市計画法第７５条（昭和４３年法律第１００

号）の規定による受益者負担金の徴収に関して必要な事項を定めた、酒々井町都市計画下水道受益者負担金に関する条例（平

成２年条例第３号）を改正する。 

 

改正（案）の内容 

 新たに負担区を定め、第５条に規定する別表に加える。 

 

新旧対照表（別紙 条例（案）４ページ） 

現行 改正後（案） 

別表（第５条） 別表（第５条） 

負担区の名称 1平方メートル当たり負担金額 

第1負担区 289円 

第2負担区 351円 

第3負担区 265円 
 

負担区の名称 1平方メートル当たり負担金額 

第1負担区 289円 

第2負担区 351円 

第3負担区 265円 

第4負担区 316円 
 

 



第4負担区（飯積地区）下水道事業受益者負担金算出資料

〇飯積地区下水道整備事業 事業費 （円）
年度 総事業費 国庫補助金 単独事業費
H27 8,467,000 3,400,000 5,067,000
H28 21,038,400 9,000,000 12,038,400
H29 29,160,000 12,800,000 16,360,000
H30 0 0 0
R01 34,415,200 13,500,000 20,915,200
R02 30,294,000 15,000,000 15,294,000
R03 60,016,000 20,000,000 40,016,000
R04 3,448,500 1,000,000 2,448,500
R05 39,383,000 11,700,000 27,683,000
R06 20,108,000 6,000,000 14,108,000
R07 8,822,000 200,000 8,622,000
R08 3,400,000 1,700,000 1,700,000

合計 258,552,100 94,300,000 164,252,100

〇整備面積
13ヘクタール＝130,000平方メートル

〇負担率
昭和44年建設省通知
 負担率は、事業費の五分の一以上三分の一以下の範囲内において定めること。

一般的には四分の一。当町においても他負担区の負担金設定時に四分の一を採用している。

〇負担金額
※小数点以下四捨五入事業費（円） ÷ 整備面積（㎡） × 負担率 ＝ 負担金額（円/㎡）

 164,252,100     130,000      1/4      316



1/4 

○酒々井町都市計画下水道事業受益者負担金に関する条例（案） 

平成２年３月22日 

条例第３号 

改正 平成22年３月19日条例第１号 

平成27年12月15日条例第30号 

令和 年 月  日条例第 号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、公共下水道に係る都市計画下水道事業（以下「事業」という。）に要

する費用の一部に充てるため、都市計画法（昭和43年法律第100号）第75条の規定による

受益者負担金（以下「負担金」という。）の徴収に関し、必要な事項を定めることを目的

とする。 

（受益者） 

第２条 この条例において「受益者」とは、事業により築造される公共下水道の排水区域（以

下「排水区域」という。）内に存する土地の所有者をいう。ただし、地上権、質権又は使

用貸借若しくは賃貸借による権利（一時使用のために設定された地上権又は使用貸借若し

くは賃貸借による権利を除く。以下「地上権等」という。）の目的となっている土地につ

いてはそれぞれ地上権者、質権者、使用借主又は賃借人をいう。 

２ 町長は、排水区域内における土地区画整理法（昭和29年法律第119号）による土地区画

整理事業の施行に係る土地について、仮換地の指定が行われた場合において必要があると

認めるときは、換地処分が行われたものとみなして、前項の受益者を定めることができる。 

（負担区域の決定等） 

第３条 町長は、都市計画法第62条第１項の規定により告示された事業の事業地のうち負

担金を徴収しようとする負担区を定め、これを遅滞なく告示するものとする。負担区を変

更しようとするときも同様とする。 

（賦課対象区域の決定等） 

第４条 町長は、毎年度の当初に当該年度内において負担金を賦課しようとする区域（以下

「賦課対象区域」という。）を定め、これを告示するものとする。 

（受益者負担金の額） 

第５条 受益者が負担する負担金の額は、当該受益者が前条の告示の日現在において所有し

又は地上権等を有する土地で同条の規定により告示された区域内のものの面積に対し、別

表に掲げる額を乗じて得た額とする。 
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（負担金の賦課及び徴収） 

第６条 町長は、第４条の告示の日現在における当該告示のあった賦課対象区域内の土地に

係る受益者ごとに、前条の規定により算出した負担金の額を定めこれを賦課するものとす

る。 

２ 前項の負担金の賦課は、第４条の告示の日の翌日から起算して３年を経過した日以後に

おいてはすることができない。 

３ 町長は、第１項の規定により負担金の額を定めたときは、遅滞なく当該負担金の額及び

その納付期日等を受益者に通知するものとする。 

４ 負担金は５年に分割して徴収するものとする。ただし、受益者が一括納付の申出をした

ときは、この限りではない。 

（負担金の徴収猶予） 

第７条 町長は、次の各号の一に該当する場合においては、負担金の徴収を猶予することが

できる。 

(1) 受益者が当該負担金を納付することが困難であり、かつ、その現に所有し、又は地

上権等を有する土地等の状況により徴収を猶予することが徴収上有利であると認めら

れるとき。 

(2) 受益者について災害、盗難その他の事故が生じたことにより、受益者が当該負担金

を納付することが困難であるため、徴収を猶予することがやむを得ないと認められると

き。 

（負担金の減免） 

第８条 国又は地方公共団体が公共の用に供している土地については、負担金を徴収しない

ものとする。 

２ 町長は、次の各号の一に該当する受益者の負担金を減免することができる。 

(1) 国又は地方公共団体が公用に供し、又は供することを予定している土地に係る受益

者 

(2) 国又は地方公共団体がその企業の用に供している土地に係る受益者 

(3) 国又は地方公共団体が公共の用に供することを予定している土地に係る受益者 

(4) 公の生活扶助を受けている受益者その他これに準ずる特別の事情があると認められ

る受益者 

(5) 事業のため土地、物件、労力又は金銭を提供した受益者 

(6) 前各号に掲げる受益者のほか、その状況により特に負担金を減免する必要があると
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認められる土地に係る受益者 

（受益者に変更があった場合の取扱い） 

第９条 第４条の告示の日後、受益者の変更があった場合において、当該変更に係る当事者

の一方又は双方がその旨を町長に届け出たときは、新たに受益者となった者は従前の受益

者の地位を承継するものとする。ただし、第６条第１項の規定により定められた額のうち

当該届出の日までに納付すべき時期に至っているものは、従前の受益者が納付しなければ

ならない。 

（延滞金） 

第10条 町長は、第６条第３項の納付期日までに負担金を納付しない者があるときは、当

該負担金額にその納付期日の翌日から納付の日までの日数に応じ年14.5パーセント（納付

期日の翌日から１月を経過する日までの期間については年7.25パーセント）の割合を乗じ

て計算した金額に相当する延滞金を加算して徴収するものとする。 

２ 町長は、受益者が納付期日までに負担金を納付しなかったことについてやむを得ない理

由があると認める場合は、前項の延滞金を減免することができる。 

（委任） 

第11条 この条例の施行について必要な事項は、町長が規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２年４月１日から施行する。 

（酒々井町下水道事業受益者負担に関する条例の廃止） 

２ 酒々井町下水道事業受益者負担に関する条例（昭和49年酒々井町条例第38号）は廃止

する。 

（経過措置） 

３ この条例施行前に施行された事業の部分については、当該部分に係る区域を第４条の規

定による賦課対象区域とみなして、この条例を適用する。 

附 則（平成22年条例第１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年条例第30号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和 年条例第 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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別表（第５条） 

負担区の名称 1平方メートル当たり負担金額 

第1負担区 289円

第2負担区 351円

第3負担区 265円

第4負担区 316円

 


